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論文
ポストナショナル・グローバル経済の形成
一国家，多国籍企業， NGO共立についての一考察一
?
本
?
綽
1. MNE, NGOの台頭
現代の世界における最も強力な政治的制度は，国民国家(nationstateー 以
下では国家という）であろう。しかし，国家は近世ヨーロッパの生んだ歴史
的例外ともいえる制度である I)。近世初期にヨーロッパでは，スペイン，フラ
ンス，イギリスといった君主国家が勃興し，教皇制度，修道院，騎士団，ハ
ンザ同盟等の制度に対してその存在を主張し始めた丸こうした国家の制度
が進化に成功したために， 19世紀後半には世界各地に普及したのである。と
くに第二次大戦後は，植民地の独立にともない，世界のすみずみまでが国家
の仕切りによって分割されるようになった。
18世紀に誕生した経済学は，国家の存在を暗黙裡に想定してきた。経済学
は本来的には，諸国民の富の研究であり国民経済学であった3)。すなわち，経
済の規模はGDP,GNPといった国家の生産額で表され，経済発展は国家の
小論は，日本経済政策学会第53回大会(1996年5月25日）における共通論題の 1つの報告
「経済のグローバル化と制度転換」を修正，加筆したものである。予定討論者の岸真清教授
（中央大学）より，全体を通して，また細部にわたって懇篤かつ有益なご意見をたまわった。
また，多くのフロアの方々より，いろいろなご質問をいただいた。さらに，竹下公規教授（関
西大学）からは，小論のドラフトの段階で，適切かつ重要なご批判をたまわった。これらの
方々に，厚くお礼を申し上げるとともに，それらのご意見，ご質問．ご批判を必ずしも十分
に取り入れることが出来なかったことを，深くお詫び申し上げたい。いうまでもないことで
あるが，小論におけるありうべき誤謬や欠陥は，すべて筆者の責に帰するものである。
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の経済発展であり，貿易等の国際的取引の場合でも，国境を越えるという意
味で，国家の存在を前提としたものであった。国家はまた経済政策の唯一の
主体であり，市場と経済に対してさまざまな介入をおこなってきた。国家こ
そは政治的にだけではなく，経済的にも最も強力な制度であった。
しかしながら，このような強力な国家も，近年では徐々に制度疲労をみせ
始めてきた。それはいくつかの国家に見られる政治的分裂傾向であり，国家
経費の膨張による財政赤字や累積債務の増大であり，さらには，官僚制にと
もなう保守化，硬直化の弊害であろう。それらの重要性は決して無視できな
いが，すでに多く論じられているから，ここでは立ち入らない。
小論でとくに注目することは，近年に顕著にみられるようになった世界経
済のグローバル化の進展によって，国家に対抗できる 2つの有力なアクター
が出現したことである。そのひとつは，多国籍企業(multinationalenterprise 
ー以下では MNEという）であり，もうひとつは，非政府組織 (non-govern-
mental organizationー 以下では NGOという）である。
それらが出現した背景には，情報通信革命と輸送革命といわれる 2つの現
象が挙げられよう。すなわち情報通信革命とは，電信電話を始め，テレビ，
コンピューター，光ファイバー，衛星通信等の飛躍的な発達とそのネットワ
ーク化によって，情報がグローバルに伝達されるようになったことである。
その最たる様式はインターネットであろう。もうひとつの輸送革命とは，航
空輸送網の著しい拡大と航空運賃の大幅な低下とによって，人の大量の移動
がグローバルに行われるようになったことである。それら 2つの革命的現象
にともない，企業そのものも，市民自体も極めてグローバルに行動，あるい
は連携できるようになったのである。
MNEがグローバル・アクターであることは周知であろう。 17世紀に発生し
た株式会社は，利潤を求めて国内生産から海外生産へ，さらにグローバルな
生産へと発展してきた。これを経営の国内志向型 (ethnocentric),現地志向
型 (polycentric),世界志向型 (geocentric)という類型化がある4)。MNEの
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嘴失は19世紀後半にヨーロッパに見られたが，顕著な発展を見たのは第二次
世界大戦後のことである。いまや巨大MNEの生産額は中小国家のGDPを
凌駕し叫その形態は地球全体に張りめぐらされたグローバル・ウェブ(global
web)という見方もある見直接投資は必ずしも MNE活動の代理変数ではな
いが叫近年の世界の直接投資額はフローベースで年間約2000億ドルと推計
される8)。それは世界の貿易（輸出）額に比べると数パーセントに過ぎないが，
長期的な伸び率は高く，世界の雇用や生産に与える効果は，貿易と比べては
るかに大きい。 1980年代半ばには，ストックベースの直接投資による国際生
産量は国際貿易量を上回ったという 9)0
小論において MNEとは，企業の規模の大小や投資先の国数に関係なく，
対外直接投資をおこなっているすべての企業をいうことにする。
また現代では，国家でも企業でもないさまざまな市民集団が存在し， NGO,
NPOといわれている。両者の違いは形式的に， NGOはnon-governmentで，
政府に対する非政府の機構であり， NPOはnon-profitで，営利機関（企業）
に対する非営利の機構であるが，同義に使われている場合が多い。厳密にい
えば， NPOは学校，病院，教会等も含む広い概念であるのに対して10>,NGO 
は開発援助，環境保護，あるいは人権擁護等の目的のボランティア組織とし
て，主に196,70年頃から叢生したものである II)。ここでは，学会や知的専門
家のネットワークである認識共同体 (epistemiccommunity)のようなもの
も含めよう 12)。その多くが国家の枠に関係なく人々の連帯という意味でグロ
ーバルな存在といえる。 1992年のリオ・サミットには171国から9000団体の
NGOが集まり，国家と対等の立場で参加した。開発援助の「ケア (CARE)」
や「オックスハム (Oxfam)」，環境保護の「グリーンピース (Greenpeace)」,
医療奉仕の「国境なき医師団 (MedicinsSans Frontieres)」等の国際的影響
カのある NGOも存在する。これらの NGOは小規模なものまで含めると，そ
の数は数百万に達するという 13)0
小論においては NGOを用いるが， NPOの一部を含めるとともに，国籍，
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あるいは規模の大小に関係なく，同じ価値観を求めて行動する市民の組織を
いうことにする。
小論の目的は，このようなMNEの行動やNGOの活動を国家の政策と対
比させたうえで，国家という制度が如何に転換をよぎなくされているかを明
らかにし，その結果として，国家， MNE,およびNGOの三者の共立状態と
その経済的成果が，どのようなものであるかを，経済学的な立場から示すこ
とである丸
2. MNEの行動と国家の政策
MNEの行動は多様であり，決定的な理論は存在しない。近年では内部化理
論 (internalizationtheory)が一つの潮流になりつつある 15)。内部化理論に
よると，国際市場は伝統的な貿易理論が想定するような競争的市場ではなく，
市場の失敗のような自然的不完全性や，各種の規制のような人為的不完全性
が存在する。こうした不完全な市場の利用から生じる取引コストを節約する
ために，企業は国際間の取引においては，市場を利用せず，企業内組織であ
る内部市場を利用することになる。すなわち，企業は輸出やライセンシング
のような市場取引よりも，内部的取引，つまり直接投資をおこなうというの
である。 MNEの内部化理論はコース＝ウィリアムソン (Coase= William-
son)の取引コストの経済学16)を国際面に拡張したものであり，内部化という
概念自体が包括性をもっために適用性が大きいと考えられる。
このような内部化は当該MNEの効率化だけではなく，グローバルな経済
の効率化をもたらすであろうか。内部化の最たる対象は，企業のもつ情報，
知識，技術等の経営資源である。それらは公共財性をもつから，フリーライ
ダーを生じさせるし，また企業特殊的 (firm-specific)な性格をもつから，
市場では価格がつけられない。したがって，その内部化はグローバルな資源
配分を改善することは明らかであろう。中間生産物も同様に，企業特殊的な
性格から市場価格の形成が困難で，その取引は内部化の対象となる17)。中間生
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産物に関する内部化が，生産段階を異にする部門間でおこなわれる場合を垂
直的統合といい，同じくする部門間でおこなわれる場合は水平的統合という。
前者の場合は垂直的企業内貿易 (intra-industry trade)を，後者の場合は水
平的企業内貿易をともなう。
ここで，内部化理論をあえて取り上げたのは， MNEの行動と国家の政策と
の対比を鮮明にさせるためである。内部化理論によると， MNEの行動は市場
を通さない取引である。それに対して，国家の政策は市場取引を対象とする
ものである。それゆえ，国家の政策は MNEの行動によって，多少ともその
効果が殺がれると推察されるからである。すでに MNEの行動に関しては，
「追いつめられた国家主権 (Sovereigntyat Bay)」18)のような見解が存在し
ている。 MNEの行動が国家の政策を無力化させるようないくつかの場合を
提示しよう。
第 1は， トランスファー・プライシング (transferpricing)の問題である。
MNEは関連子会社間で内部化された財や各種サービスの取引において， ト
ランスファー・プライシング，つまり市場価格とは異なる恣意的な内部価格
操作を試み，税負担の極小化をはかる場合がしばしば見られる。タックス・
ヘイプン (taxhaven), 便宜置籍 (flagof covenience) といわれる国に，
名目的な本社を置くのも類似の行為であろう。この種の脱税行為を防止する
ために，さまざまな税制が考案されているが，一国家の政策では完全には対
処しきれない。
第2は，投資国経済の空洞化 (hollowingout)の問題である。空洞化の明
確な定義はないが，為替レートの上昇等の原因によって，輸出の急減と輸入
の急増が生じ，国内生産が海外生産にとって代わり，国内の産業が衰退する
ことをいう 19)。空洞化には二種の形態が考えられる。ひとつは，市場取引によ
る空洞化であり，もうひとつは， MNEの内部化による空洞化である。
市場取引による空洞化は緩慢におこなわれるため，産業調整のメカニズム
が働くであろう。比較劣位化した企業が国内から退出すると，国内の生産要
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素価格の全般的な低下が生じて，比較優位産業が拡大する。このような産業
構造の調整によって，失業が吸収されると考えられる。それは製造業におい
ては，より高付加価値部門への転換であり，さらに長期的には，脱工業化，
あるいはサービス化 (deindustialization)として，第二次産業から第三次産
業への転換となるであろう。このように市場取引による空洞化は，動態的産
業調整の一側面と考えられるものである。
けれども，MNEの内部化による空洞化の場合は，産業調整のメカニズムは
容易に働かない。 MNEは利益を求めて生産を，そして長期的には，投資を世
界の他の国の子会社や関連企業に移転させる。それは金融業やサービス業に
顕著に見られるように速やかにおこなわれるだけではなく，比較優位産業か
ら移転する場合がしばしば見られるからである。小島清氏の用語によれば，
日本型直接投資と対比されるアメリカ型直接投資である20)。そのため，投資国
の国内生産や雇用に与える効果は大きく，雇用や資源配分に関する国家の諸
政策を無力化させるものである。
第3は，企業内貿易による国際収支調整の困難である。貿易を企業間貿易
と企業内貿易に分けると，MNEの内部化としておこなわれる直接投資は，前
述のように企業内貿易をともなう。企業間貿易であれば市場メカニズムにし
たがうから，物価，所得の変動によって，あるいは，為替レート等の変動に
よって，国際収支の調整はある程度自動的におこなわれる。しかし，企業内
貿易の主要な対象は，ひとつは海外子会社向けの部品，原材料等の中間生産
物であり，もうひとつは情報，知識，技術等の経営資源である。それらは内
部取引であるために，内外の価格変動や為替レートの変動にも耐え，その影
響を回避できる。その結果，本来の国際収支調整メカニズムが歪められ，国
際収支調整政策も効力が低下し，国際収支の構造的不均衡が生じるようにな
る。また，為替レートも経済のファンダメンタルズからの乖離，つまりミス
アラインメント (misalignment)を引きおこすことになる。 MNEによるこ
のような企業内貿易は，世界貿易額の半分に近いとされ21),開発途上国の場合
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はとくに多いと予想される。対外均衡（国際収支均衡）は対内均衡（完全雇
用）と並んで，マクロ経済政策の主要な目標であるが， MNEの企業内貿易に
よって国際収支調整政策の効力が低下するだけではなく，国際収支，貿易・
経常収支，そして為替レートというマクロ的経済政策の重要指標が，実態面
と乖離した無意味なものとなりかけているのである。
第4は，国際資金移動によるマクロ経済政策の困難である。MNEや多国籍
金融機関による金利裁定，為替投機等による国際資金移動は，国家のマクロ
経済政策，とりわけ金融政策の効果を大幅に低下させるものである。現代で
は金融市場のグローバル化は最も進んでいて，オフショアー・カレンシイ
(offshore currency)市場のような国家の政策の介入できない完全な無国籍
市場も出現している。世界の 1日の外国為替の取引額は， 1兆数千億ドルに
及ぶといわれているが，その大部分が企業内部的なものを含むこうした資金
移動である。これらの資金移動は，前記の為替レートのミスアラインメント
を増幅させるだけではなく，短期的には，その乱高下 (volatility)をも引き
おこしているのである。
伝統的な国際貿易は市場を通す行為であり，そこには国家の政策は基本的
には有効であった。しかし，いまや国際貿易は MNEの直接投資による現地
生産にとって代わられつつある。 MNEの行動は概して市場を通さない内部
的取引であり，市場の働きを前提とする国家の政策，とりわけ経済政策を無
力化させるものである。
3. NGOの活動と国家の政策
NGOの活動は MNEよりも一層捉え難いものであり，単純な理論化は危
険である。しかしそのひとつは， MNEと同様に情報，知識の内部化である。
ここでは NGOに学会や認識共同体等を含めるが，それらにおいては，内部化
の諸効果は大きいであろう。それは MNEの場合と同様であるから，ここで
は立ち入らない。
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もうひとつの，そしてより重要な NGOの経済学的性格は，グローバルな公
共財の民間供給者である22)。NGOは緊急救援，開発援助，地球環境破壊の阻
止，人権の擁護，貧困，疾病者の救護，難民の救済，少数民族 (minority)
や社会的性差 (gender)の支援，軍縮等の幅広い目標に対して，労務の提供，
情報の伝達，教育，政策提言・代替提示 (advocacy),告発，抗議，ロビー活
動，そして資金提供等の広範な行動をおこなっている。これら NGOの行動の
共通した性格は，ひとつは同じ価値観をもつ人達の国境を離れた連帯という
グローバルな側面にある。もうひとつは，（人権の擁護や地球温暖化の阻止の
ように）物理的にも，（緊急の救援や，貧困・疾病者の救護のように）道義的
にも，対価の徴収が困難な非排除性と，情報伝達，政策提言，告発，抗議等
のように，混雑現象をともなわず集合消費が可能な非競合性とを，合わせて
もつ公共財的サービスである。この意味で，グローバルな公共財といえるの
である。
現代では，こうしたグローバルな公共財に対する需要が増大している。冷
戦の終結によって，国家間の対立よりも，民族的，宗教的，人種的対立が目
立ったためや，国家の枠に関係のない地球温暖化，オゾン層の破壊，酸性雨
等の地球環境の破壊が生じたためや，さらには，所得水準の増大やマス・メ
ディアの発達による民衆の欲求の多様化が生じたためである。しかし，国家
レベルではグローバルな公共財の認知が容易でなく，たとえ認知されたとし
ても，福祉国家の危機，開発政策の危機，地球環境問題の危機，社会主義の
危機，累積債務の危機等23)によって，十分な財政的な支援は困難に現状にあ
る。NGOは，そのようなグローバルな公共財に対するセカンドベストの供給
者の役割を担っていると考えられるのである。
国家の場合と NGOの場合とでは，公共財のファイナンスの形態が異なる。
国家は税を強制的に徴収して，それによって公共財の供給をおこなうのに対
して， NGOはボランティア活動や寄付に依存して，公共財の供給をおこな
う。つまり， NGOはそのようなサービスを提供すること自体の効用を時間
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（ボランティアの場合）や金銭（寄付をするメンバーの場合）で買っている
と考えられるものである。このように，サービスの受領者と購入者が分離さ
れているのがNGOの特徴である。そのため， NGOの提供する公共財のコス
トをその分だけ低下させ，過剰供給をもたらして資源配分を歪める危険性が
ある。例えば，恩恵主義的な開発NGOが開発途上国の経済の自立を却って阻
害するような場合である。もっとも，多くの NGOは国家あるいは企業から援
助を受けており， NGO活動に対する課税控除の制度も存在するし，政府によ
って設立された NGO(GovernmentalNGO, GONGO)すらも存在する。こ
のように見ると， NGOは意外に強固な基盤をもち，その提供する公共財も，
内外の税によって一部は支払われているのである。
NGOの活動と国家の政策とは目標も手段も異なるから，両者の関係を単
純に論じることはできない。したがって，表面的な関係について 3つのパタ
ーンに分類することにしよう。
第1は， NGOの活動と国家の政策が目標において相反する場合である。例
えば，プラジル，マレーシア（サラワク州）等の熱帯雨林保有国に見られる
ように，多くの開発途上国政府は地球環境保護よりも経済開発を優先してい
る。それは地球環境破壊というグローバルな負の公共財 (publicbads)をも
たらすとして，多くの環境NGOは反対運動をおこなったり，さらには環境ス
ワップのような方式を仲介したりしている。同様にいつくかの環境NGOは，
日本の商業捕鯨が生物的多様性(bio-diversity)というグローバルな公共財の
減少をもたらとして，反対運動をおこなっている。このような場合，国家の
供給するナショナルな正の公共財は， NGOにとってはグローバルな負の公
共財となる。両者の目標が相反するからである。
第2は， NGOの活動と国家の政策が，目標が同じでも手段が代替的な場合
である。例えば，開発NGOは途上国の経済開発に関して，国家とオルタナテ
イプな方法を強調する。すなわち，現代の開発途上国における開発政策は，
主として先進国による ODA等の資金によって重要産業を育成し， 1人当た
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り所得の増加を図るものである。これに対して， NGO主体の開発政策は，農
地改革等によって分配が公正化され，地球環境にもやさしい，零細職業を含
む総ての民衆が参加できる開発である24)。そして，民衆のエンパワーメント
(empowerment)こそが，このオルタナティプな開発行動の核心であるとい
ぅ25)。しかし，これは経済開発論における均整成長対不均整成長 (balanced
vs. unbalanced growth)の考え方26)に類似していて，開発戦略の相違といえ
る。目標は同じとしても，手段が異なるのである。
第3は， NGOの活動と国家の政策が目標も手段も同じ，つまり両者が補完
的な場合である。 NGOの活動は国家の政策の隙間を埋めるものとしばしば
いわれる。例えば，難民救済のような 1国家だけによっては困難な，また福
祉のような国家の供給では不十分な公共財の供給が， NGOの活動の分野で
ある。もっとも NGOだけでは，資金的にだけではなく，その性質上も供給が
不可能な公共財は多い。さきの開発戦略に関しても， NGOは国家を必要とし
ないわけではなく，むしろ NGOの開発戦略が実現されるためにも，民衆に対
して責任を負うことのできる国家が期待されている。このような場合， NGO
の行動と国家の政策とは補完的と考えられる。さらに同じ分野においても，
NGOの行動が国家の政策を一部を補足するような場合がある。例えば，緊急
援助のような NGOの行動は，国家の対応と基本的に同じであるが，より迅速
で現場に密着しているといえる。したがって，国家はこうした側面において
はNGOの協力を求め， NGOもまた国家の下請け的な役割を果している場
合がある。すでに欧米諸国では，地方公共団体が一部のサービスを NGOに委
託する場合も見られる。さらに，先進国の NGOに国の代表権を委ねることに
よって，環境問題の国際的なプレイヤーになることに成功した小国もあると
いわれる27)。このようなNGOの活動と国家の政策との関係を，とくに補足的
(supplementary) ともいう。
NGOはMNEと同様に情報の内部化をおこなうとともに，国家と同様に
公共財を供給する役割を果すことが見いだされた。そして，国家の政策と
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NGOの活動との間には，相反，代替，補完の関係があることが判明した。そ
れらはいずれも，国家の社会的，経済的役割の低下を示すものである。
4. 国家の変容とポストナショナル・グローバル経済の出現
かくて，グローバル化時代においては， MNEとNGOという 2つの強力な
アクターの出現によって，国家が弱体化されるようになったのである。すで
にMNEは国家の脅威と見られているが， NGOはまだ無視できる存在と思
われるかもしれない。しかしサラモン(Salamon)は，現代におりける NGOの
連帯化は， 19世紀後半における国民国家の台頭が世界に与えたのと同様のイ
ンパクトを20世紀後半の世界に与えるかもしれないとまで言っている28)。い
まや欧米社会では， NGOは第3セクター(thirdsector), あるいは，ボラン
タリー・セクターとして，国家 (publicsector)や市場 (privatesector)に
対抗できる制度と見倣されているのである。
国家の政策が弱体化されるようになった究極の原因は， MNEやNGOが
グローバルな存在であるのに対して，国家がナショナルな存在であるためで
あろう。情報通信や輸送技術の急速な発達によって，国際的な市場のもつさ
まざまな欠陥を克服してグローバルな資源配分をおこなう利益の方が，ある
いは，国境，国籍を離れて民衆がさまざまな活動を直接おこなう利益の方が，
国家という政治的枠に守られて行動する利益よりも大きくなったからであ
る。歴史家ポール・ケネディ (Paul Kennedy)は，過去数世紀にわたって政
治経済と国際問題の中心的な役割を果してきた国家という制度は，グローバ
ルな時代においては，有用性が疑問視され，新しい状況に対処するには不適
切な単位になろうとしていると指摘している29)。国家という近代世界の最強
の政治，経済的制度はいまや変容は避けられないのである。国家の制度の変
容の方向について 3つの点を示唆したい。
制度の平準化
さきに指摘したように， MNEの行動は強力であるだけではなく，グローバ
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ルな資源配分の改善をもたらす。そのようなMNEの行動によって，国家の
制度の国際平準化が進むことになるであろう。
その第1は，社会的規制も含めて各種規制と税制との国際的な平準化であ
る。一般的にいうと， MNEの直接投資は規制の多い法人税率の高い国から，
それらの少ない低い国に向けておこなわれる。受入国側は企業誘致の利益を
えるから，規制の少ない税率の低い国（概してアングロ・サクソン系の国）
に合わさざるをえず，制度の平準化すなわち規制や税制の緩和となる。ただ，
どのような水準の規制が最適かについては後述する。
第2は，通貨の共通化である。 MNEの企業内貿易のために，為替レートの
ミスアラインメントが起こることはすでに指摘した。そのため MNEの直接
投資が，経済の実態とは関係なく，たんに為替レートが割高の国から割安の
国におこなわれる場合がある。そのような不合理をなくするためには，固定
為替レートヘの回帰も一つの方向と考えられよう。現在の世界には約210の
国・地域に約180種の通貨が存在する30)。もっとも，小国の通貨は特定国の通
貨にペッグされている場合が多いが，それにしても，通貨のような経済的な
制度が，政治的な国境によって完全に分離されていることは真に奇妙なこと
である。最適通貨地域 (optimumcurrency area)の理論によると，生産要
素の移動性が高く貿易依存度の大きい国の間では共通通貨，つまり固定為替
レートが望ましい31)。こうした理由から，一定地域の国々や貿易依存度の大き
い国々の間においては（一定期間後に改定をともなう）固定為替レート制の
採用が期待される。すでにEU諸国は，長年の苦闘を経験しながら，欧州通
貨制度 (EMS)から欧州通貨同盟 (EMU)へと，統一通貨の実現に向かって
いる。それは国家間の財政，金融等の政策協調とともに，通貨当局間のスワ
ップ協定をともなう為替市場の無制限な介入政策によって，技術的には可能
なものである。
第3は，商品や生産要素の国家間の移動にかんする規制の平準化である。
MNEが自由な経済活動をおこなうために，貿易や投資規制の緩和を要求し
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ていることはいうまでもない。ただし，関税ジャンプ (tariffjump)を意図
した関税，非関税障壁，あるいは加工貿易地区のような優遇制度はストレー
トに対内直接投資を誘致する効果をもっために，国内規制の場合と違い，引
き上げる形で平準化が生じる危険性がある。しかし，それは双方の国の資源
配分を悪化させるものであり，そのような囚人のジレンマの弊害が理解され
ることによって，長期的には，やはり規制を引き下げる形で平準化が行われ
るであろう。
地方分権化
国家はまた， NGOの行動と相反せず，協調できるためには，民衆の価値観
の変化に柔軟，迅速に対応できるとともに，多様な価値観と両立できる制度
とならざるをえないであろう。つまり，一国多制度である。そのひとつの方
向は，地方分権化であり，各地域公共団体がそれぞれ多様なかたちの地域公
共財の供給を競争することである。この点にかんして，ティポー (Tiebout)
理論が参考になる。ティボーはその古典的な論文で，各地域公共団体が地域
公共財の供給において競争すると，居住者はその選好を最も満足させる地域
に移動し，そのような「足による投票 (votingwith your feet)」によって，
消費者による投票と類似の疑似市場メカニズムが働き，その結果，地域公共
財の配分に関してパレート最適に類似した均衡状態が成立することを明らか
にした32)。居住者の移動性が存在する国内においては，そのような傾向は多分
に認められるであろう。国家は地方公共団体による分権化によって，現代の
多様な価値観を吸収でき， NGOと代替的な制度となることが可能となるで
ある。すでに一部の NGOは地方公共団体の民衆組織への発展的改組を要求
している33)。
地方分権化はまた，直接投資の相互乗り入れのためにも望ましい。この点
に関しては，クルーグマン (Krugman)は地域こそが経済的単位であるとい
っている34)。それは第1に，企業が工場立地をおこなうのは地域であって，国
家（全体）ではないからである。工場立地の特徴は特定地域への集中化
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(agglomeration)であって，それは規模の経済や外部経済性が及ぶ範囲であ
る。したがって，一国全体として空洞化が避けられなくても，特定の地域の
繁栄は可能となるのである。第2に，人が労働者として，また消費者として
日常的に移動できるのも地域である。ここで地域とは，国境にかかわりなく
転居をともなわずに転職可能な範囲，財サービスの流通が容易にしうる範囲，
人的な接触が頻繁になされる範囲である。それは最小範囲の市場とも考えら
れるであろう。
このように， MNEやNGOのようなグローバルな制度と両立できるのは，
国家のようなナショナルな制度よりも，むしろ地域のようなローカルな制度
である。
国家の役割としての強制力
MNE, NGOによる国家の政策の無力化に対応するためには，国家の制度
が国際的に平準化され，また地方分権化が進まざるをえないことを指摘した。
そのことは近代国民国家の消失を意味するものであろうか。最近では，「新し
い中世」に移行するという考え方もみられる35)。けれども，国家という制度は
いぜんとして存続しうる機能をもつ。なぜなら，国家のみが強制力(coercive
or compulsive power) という便利な武器をもつからである。それは具体的
には，法律と官僚（警察，軍隊を含む）による最小限の統治機能 (instrument
of governing)といってよいであろう。国家の強制力に対応する企業や NGO
のパワーについて，多少次元は異なるが，第1表のような対比がなされてい
る。国家は MNEやNGOに対して強制力，つまり統治機能というパワーをも
つ相対的な存在としてのみ，その制度が認められるのである。ここではその
ような状態を，国家が消滅した意味でないから，必ずしも適切な表現でない
かもしれないが，従来型の国家が変容したという意味で，ポストナショナル
(postnational)・グローバル経済と仮称しよう 36)0 
ポストナショナル・グローバル経済における国家の統治機能については，
次のような性質が考えられる。国家そのものは MNEやNGOの出現によっ
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第 1表
国家（政府） MNE(市場） NGO(市民組織）
Korten 強制 threat力経済力 結集 integrativeカ
Boulding 政治力 経済力 社会カ
French & Raven強制coercive力収益reward力 規範legitimateカ
Galbraith 刑罰condign力報酬compensatory力調整力 conditionedカ
（後2者は Uphoffからの引用）
(Source) 
Korten, D. C. (1990) Getting to the 21st Century, Kumarian Press, West Hartford Conn. 
USA, Chap.9. Boulding, K. E. (1989) The Three Faces of Power, Sage Publications, 
Calif. USA. Chap.I. Uphoff, N. (1993) "Grass-roots Organizations and NGOs in Rural 
Developmemt: Oportunities with Diminishing State and Expanding Market" World 
Development, Vol.21, No.4, pp.607-622. 
て弱体化されたことは詳述した。ここで統治機能というのは，統治力ではな
く，統治用具の意味である。それは，新しい中世的混沌状態における交通整
理役としての機能である。そのひとつの極端な見方が，領土がその意味を失
ぃ，常に移動する資本や労働に依存している名目的国家 (virtualstate) 37>と
いえるかもしれない。MNEに見られるように，資本はすでに国籍を失ってき
ている。 NGOの市民の連帯も国境を無視したものである。けれども， MNE
の行動， NGOの活動が保証されるためには，国家による法的整備が充実され
なければならないのである。もうひとつは，統治権共有の規模である。統治
機能が有効に働くためには，同じアイデンテイティを有する共同体であるこ
とが望ましい。世界にはエスニシティ (ethnicity),言語，宗教等によって約
1万のアイディンテイティ集団が存在するといわれている38)。そこまで細分
化された国家は，種子国家 (kernelstate) 39>といえるかもしれない。しかし，
統治機能の効率という観点からは，ある程度の規模の経済性が存在すると考
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えられる。どこまでが最適な規模であろうか。現代の国民国家は長いもので
は数百年の歴史によって，多分に文化的存在ともなっている。現行の国家，
巨大国家の場合はそのいくつかの地域，あるいはEUのような一定の国家群
が統治機能の単位となることは，当分は有効な体制と考えられるのである。
最後に，国連， IMF,WTO等の国際機関の役割について付言しておこう。
現行の国際機関は，マシューズ (Mathews)がいみじくも言ったように，「国
家の，国家による，国家のための機関」40)に過ぎない。つまり，現行の国家に
よる体制を前提とするものである。したがって，ポストナショナル・グロー
バル経済への移行によって，変容せざるをえないだろう。国家だけてはなく
国際機関も， MNEや NGOに対して相対化される存在となるのである。
5. ポストナショナル・グローバル経済の成果
ポストナショナル・グローバル経済は，政策主体として国家， MNE,そし
てNGOが相対し，鼎立する体制である。ちなみに，政策とは本来的には強力
な集団による意思形成，意思執行と考えられる。それは多元的国家論(politi。
cal pluralism)の意図するところであろう。しかし，従来は国家の存在が絶
対的であったために，国家が唯一の政策主体と考えられていたのである。ポ
ストナショナル・グローバル経済の成果について，大まかにいって次の点が
指摘できるのではないか。
第1は，規制緩和と地方分権化による利益である。規制緩和が原理的に市
場の競争性を高めるとは必ずしもいえないが，通常は市場の競争を激化させ
ることによって，経済効率を高めるであろう。また，地方分権化は地域住民
の経済厚生を高めることによって，全体としての経済効率を高めるであろう。
これらの利益は，国家制度の変容自体によるものであって， MNEや NGOの
存在に直接よるものではないが，最も大きいものと考えられる。
第2は，国家， MNE,そして NGOが狭義の経済政策（公共財の供給）に
おいて競合することから生じる利益である。従来の国家による単独的な公共
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第 1図
単独的政策 多元的・競合的政策構造
（ナショナルな経済政策） （ポストナショナルな経済政策）
市場
三—公共財1EJ私的財~ -公共財
ロ公共財
財の供給が， MNEの情報，知識，技術等（それらも公共財であるが）の内部
化による伝達と， NGOによる多種多様な公共財の供給によって多元化，競合
化されるからである。第1図はそれを図示したものである。もちろんそれら
が，すでに見てきたように国家の政策を無力化させたり，国家の政策と相反，
あるいは代替したりして，その効果を相殺するかもしれない。しかしネット
として見れば，このような多元的，競合的な政策構造が，従来の国家だけに
よる単独的な政策よりも，より多量でより多様な公共財を供給することにな
り，それぞれの国はもとより，世界全体の経済的効率を高めることは明らか
であろう。
第3は，国家と MNE,国家と NGO,あるいは MNEとNGOが，相互に
拮抗力(counterveilingpower)となることから生じる利益である。すなわち，
MNEについては独占化や所得分配の不公平，あるいはさまざまな外部不経
済（とくに環境破壊）といった弊害を生む危険性がある。それを是正できる
明示的な手段は，国家の統治機能としての独禁法，税制その他の規制である。
それに加えて， NGOによる告発，抗議アドボカシイ等の国家に代替，補完
する行動も多少とも是正力をもつであろう。また NGOに関しては，一方的な
価値観の強調，組織の硬直化や腐敗等も予想されないことはない。それを是
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正できるのも国家の統治機能による規制である。さらに，企業はフィランソ
ロピー (philanthropy)活動として NGOに多少の寄付をおこなっているか
ら，企業も NGOの行動を是正する手段をもつといえるのである。
もちろん，国家の規制は MNEやNGOの挑戦を受け，無力化され，役割の
低下を余儀なくされていることはすでに詳述した。しかし，このように考え
ると，国家と MNE,国家と NGO,そして MNEとNGOのそれぞれ相互の
力関係の均衡状態において規制の水準が決定されるのではないであろうか。
このことは，社会的規制の最適水準の決定理論に関する一つの示唆を与える
ものであろう。それは国家による一方的な規制と比較しても，また MNEや
NGOによる一方的な政策（行動）と比較しても，少なくとも公正 (equity)
の度合いの高い状態であることは推察できるであろう。
このように，国家， MNE,NGOの3つのアクターの調和，共立するポス
トナショナル・グローバル経済は，効率と公正の 2つの政策基準から，より
高い経済的成果をもたらすものである。ただしそのためには，国家， MNE,
NGOがそれぞれ分離，独立しているとともに，対立，競合できる大きさでな
ければならない。それに加えて， 3つのアクターのうち，いずれか 2つ，ぁ
るいは 3つが結託 (coalition) をしていてはならないのである。
注
1)村上泰亮氏は，国民国家とは民族 (nation),主権国家 (sovereignstate), そして領
土国家 (territorialstate)が一致した特殊な状態であるが，それはヨーロッパ史の生み
出した歴史的例外であり，その象徴的な事件が， 1648年のウエストファリア (West-
phalia)条約によってヨーロッパの諸国王が神聖ローマ皇帝から権力を奪い，領土主権を
確定したことであるとしている。村上泰亮 (1992)『反古典の政治経済学 上』中央公論
社， 78-82ペー ジ。
2) Kennedy, Paul (1993), Preparing for the Twenty-First Century, Random House, N. 
Y., p. 123. (鈴木主税訳『21世紀の難問に備えて 上巻』草思社， 1993,169ペー ジ）。
ケネディは，現代のような国民国家が近世ヨーロッパに始めて出現したことに関しては，
Tilly, C. (1975) ed., The Formation of National States in West-Europe, Prinston N. 
J., Shennan, J. H. (1974), The 0ガginof Modern European State 1450-1725, London, 
Lubasz, H. (1964), ed., The Developement of Modern State, N. Y等によったとしてい
58 
ポストナショナル・グローバル経済の形成 59 
る。
3)国民経済学 (NationalOkonomie)はリスト (List)的概念である。 List,Friedrich 
(1841), Das nationale System der politischen Okonomie. Akademie Verlag, Okonomi-
she Studientexte, Bd. 9, (小林昇訳『経済学の国民的体系』岩波書店， 1970年）。リスト
はアダム・スミス (AdamSmith)を世界経済学 (Weltokonomie) と称して，保護貿易
が必要な発展段階の遅れた国を対象として，国民経済学を提唱したのである。
4) このような発展段階説を唱えたのは，パールミュッター(Perlmutter)といわれている。
Perlmutter, H. V. (1969), Tortuous Evolution of Multinational Corporation, in 
Kapoor, A. & Grab, P. D. (1972) ed., Multinational Ente加 sein Transition, Darwin 
Press, Princeton N. J., pp. 53-66, especially p. 56. (original Columbia journal of 
World Business, Vol.4, Jan. -Feb., 1969) 
5) これはよく指摘されていることである。例えば， ATT(American Telephone and 
Telegraph)の生産額はギリシャ，イスラエル，ノルウェー，ベネズエラのGNPを越し，
ゼネラル・モータース (GeneralMotors)やエクソン (Exxon)の生産額はアイルラン
ド，ニュージーランド，パキスタン等のGNPより大きい。 Buckley,P. J., and Casson, 
M. (1976), The Future of the Multinational Enterprise, MacMillan, London, p. 1 (清
水隆雄訳『多国籍企業の将来〔第2版〕』文慎堂， 1993,11-12ペー ジ）
6) Reich, R. B. (1991), The Work of Nations, Knoph N. Y. Part 2. (中谷巌訳『ザ・ワ
ーク・オプ・ネーションズ， 21世紀資本主義のイメージjダイヤモンド社， 1991,第2部）
7) Ramstetter氏は，近年のアジア諸国に対する直接投資の急増が，それらの国における
MNEのシェァーの増大を示していない事実から，直接投資がMNEの代理変数ではな
いことを強調している。 Ramstetter,E. D. (1996), "Trend in Production in Multi-
national Firms in Asian Economies: A Note on an Economic Myth related to Poor 
Measurment," Kansai University Review of Economics and Business, Vol. 24, No. 1 
-2 (Mar.) pp. 49-107. 
8)近年の直接投資の世界総額は， IMFのBalanceof Payments Statistics Yearbook Part 
2, 1995, p.57, (abroad)によると，
1990 1991 1992 1993 1994 
235022 194283 189229 207265 201983 (単位， 100万ドル）
9) Stopford, J. M. & Strange, S. (1991), Rival State, Rival Finns, Cambridge Univer-
sity Press. N. Y., p. 14. (江夏健一監訳『ライバル国家，ライバル企業』文真堂， 1996,
16ペー ジ）
10) NPOについては，サラモン (Salamon)は，税免除を受ける資格のある宗教，教育，
慈善の団体が最も一般的であるとしている。 Salamon,L. M. (1992), Ameガca'sNon-
profit Sector, The Foundation Center, N. Y . (入山映訳『米国の非営利セクター入門j
ダイヤモンド社， 1994年）
11) NGOはもともと国連用語で，国際連合憲章71条（民間団体との協議）に規定された経
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済社会理事会と協議できる非政府機関ことをいう。すなわち，政府間の組織である国連は
この規定において民間団体と協議できるとしたのである。国際連合憲章については，小田
滋，石本泰雄『解説条約集』三省堂， 1983,9-22ペー ジ。 71条の解説としては，中原喜一
郎他訳『コマンテール国際連合憲章下』東京書籍， 1993,259-275ページ。しかし，こ
の当初のものから離れて， NGOが救援，環境，開発等の市民団体を指すようになったの
は比較的最近のことと思われる。 • 
NGOがどのような種類の団体からなるかについてコーテン(Korten)は， (1)ボランタ
リー組織 (VoluntaryOrganigations, VOs), 共通の価値観にコミットして，何らかの
社会的使命を達成することを目的とする組織， (2)公益事業請負団体 (Public Service 
Contrators, PSCs), 市場指向的に機能して公共目的を達成する団体， (3)民衆組織 (Peo・
pie's Organization, POs), メンバーの利益を代表し，メンバーの責任をもつリーダーを
もっ，自立性のある団体，(4)政府系NGO(GovemmentalNon-Governmental Organiza・
tion, GONGOs), 政府によって作られ，政府の政策の手段として機能する団体，の4つ
に分類している。 Korten,D. C. (1990), Getting to the 21st Century, Kumarian Press, 
West Hartford, Conn. USA. p. 2, pp. 95-112. (渡部龍也訳『NGOとポランティアの21
世紀』学陽書房， 1995, 3ペー ジ， 117-140ペー ジ）
日本では， NGO活動推進センター (JANIC)(1996), 『NGOダイレクトリー'96』に
掲示されている NGO(373団体）は，国際協力に携わる市民団体のうち，①開発，環境，
人権，平和などのいわゆる地球的規模の課題領域のなかで，たとえば，基本的生活ニーズ
の充足，基本的人権の擁護，地球環境の保全，紛争や軍拡の平和的解決などの課題達成に
向けて，資金的，技術的，物的，あるいは人的な協力を行う。②上記の課題の達成のため
に，情報提供，教育，学習，政策提言•代替提示を行う。③上記の①②の活動を行う団体
間の連絡調整やネットワーキングを行うという条件を満たすものである。
12)認識共同体については，特にHaas,P. M. (1992), "Introduction : Epistemic Commu-
nities and International Policy Coordination," International Organization, Vol. 46, 
Winter, pp.1-35. 
13) NGOの数百万という数字については， Mathews,J. T. (1997), "Power Shift," Foreign 
Affairs, Vol. 76, No. 1, (Jan/ Feb), pp.50-66. (「パワー・シフト」『中央公論』 1997年3
月号， 369-386ページ）による。ただし， NGOの数については NGOをどう捉えるかによ
って異なる。例えば，環境NGOの数については， Princen,T. & Finger, M. (1944), 
Environment NGOs in World Politics, Routlege, London, N.Y., pp.1-25. (Introduc・
tion)に詳細に示されている。なお，日本，中国，中東諸国は NGOが例外的に少ない地
域である。
14) NGOの活動による国家の変容については，すでに Salamon,L. M. (1994), "The Rise 
of the Nonprofit Sector," Foreign Affairs, Vol. 73, No. 4, (July/ Aug) pp. 115-117. 
（「福祉国家の衰退と非営利団体の台頭」『中央公論」1994年10月号， 401-41ページ）で指
摘されたが，最近のMathewの前掲論文の内容はさらに小論に類似したものである。し
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かしそれらは，社会学的，政治学的分析であって，小論は経済学的分析である点が基本的
に異なるところである。また最近の，坂本義和(1997)「相対化の時代市民の世紀を目指
して」『世界』 1月号， 35-67ページ，の前半の基本的論調も小論にやや近い。
15)内部化理論については， Buckley=Casson(1976), op.cit., Rugman, A. M. (1981), 
Inside the Multinational, Croom Helm, London, (中島潤他訳『多国籍企業と内部化理
論』ミネルヴァ書房1983.)等のレディング学派 (Readingschool)の業績として知られ
ている。他に Hennart,J. F. (1982), "What is internalization ?," Weltwirtshaftliches 
Archiv, Band 122, Heft. 4. SS. 791-804., Teece, D. J. (1985). "Multinational Enterprise, 
Internal Governance, and Indstrial Organization,"American Economic Review, Vol. 
75. pp.233-238., Teece, D. J. (1986), "Transactions Cost Economics and the Multi-
national Enterprise," Journal of Economic Behavior and Organization, Vol. 7. pp.21 
-45. Casson, M. (1987), The Firm and The Market, MIT Press, Cambridge, Mass. 
USA, pp.31-49長谷川信次 (1989)「多国籍企業の内部化理論」「世界経済評論』第33巻，
10号， 41-52ページ。長谷川信次 (1989)「内部化理論の批判的検討」『早稲田大学社会科
学研究」第39号， 27-54ペー ジ。
16) Coase, R. H. (1937), "The Nature of the Firm," Economica n. s., Vol. 4, pp.386-405, 
reprinted in Readings in PガceTheory, ed. by G. Stigler & K. Boulding, Homewood, 
Il., 1952. (宮沢健一他訳，「企業・市場・法j東洋経済新報社， 1992所収）， Williamson,
0. E. (1975), Markets and Hierarchies : Analysis and Antitrust Implication : A Study 
in the Economics of Internal Organizations, Free Press, N.Y. (浅沼萬里他訳『市場
と企業組織j日本評論社， 1975)
17) Buckley=Casson (1976), op. cit., pp. 36-45, Rugman (1981), op. cit., pp. 40-44後者
においては情報等も中間生産物に含めている。
18) Vernon, R. (1971), Sovereignty at Bay, The Multinational Spread of U. S. Enter-
prise, Basic Books. (雹見芳浩訳『多国籍企業の新展開，追いつめられた国家主権』ダ
イヤモンド社， 1973)
19)経済企画庁編 (1995)「平成7年版経済白書」 253ペー ジ。
20)小島清氏は直接投資を，投資国の比較劣位産業から移転する日本型直接投資と，比較優
位産業から移転するアメリカ型直接投資の 2類型に分類したことはよく知られている。
いうまでもないが，これは日本の直接投資，アメリカの直接投資と必ずしも同じ意味では
ない。小島清(1977)『海外直接論Jダイヤモンド社，同(1981)『多国籍企業の直接投資J
ダイヤモンド社。 Kojima,Kiyoshi, (1978), Direct Foreign Investment ; A Japanese 
Model of Multinational Business Operations. Croom Helm, London, Praeger, N.Y. 
Tuttle Tokyo. 
21) Julius, D. (1990), Grobal Companies and Public Policy, The Growing Challenge of 
Foreign Direct Investment, The Royal Institute of International Affairs, London, p. 
74. (江夏健一他監訳『グローバル企業と世界経済』ミネルヴァ書房， 1991,121ペー ジ）
61 
62 闊西大学『経清論集」第47巻第 1号 (1997年4月）
ちなみに同著によると次のようである。
アメリカ (1986) 日本(1983)
直接投資関連輸出の全輸出に占める比率 55% 
直接投資関連輸入の全輸入に占める比率 52% 
（日本の通産省，アメリカの商務省のデータより著者の計算による）
41% 
57% 
22)公共財の民間供給者という主張は，ワイズプロットによる。 Weisbrod,B. A. (1977), 
The Voluntary Nonprofit Sector, Heath & Co., Canada, (Chapt. 1, and 3), Rose-
Ackerman, S. (1986) ed., The Economics of Nonprofit Organization, Oxford Univ. 
Press, N.Y., Oxford, (Chapt. 1), 他に，情報の非対称性や契約の失敗から， NGO(NPO) 
の存在理由を説明するのもある。 James,E. & Rose-Ackerman, S. (1986), The Non-
profit Enterpガsein Market Economics, Harwood Academic Publishers, USA. (Chapt. 
3). (田中敬文訳「非営利団体の経済分析』多賀出版， 1993年）。本間正明編著 (1993)rフ
ィランソロビーの社会経済学」東洋経済新報社。
23) Salamon, L. M. (1994), op. cit., pp. 115-117. 
24) Korten, D. C. (1990), op. cit., pp. 67-72, (Chapt. 7). 
25) Friedman, J. (1992), Empowennent The Politics of Alternative Development, Black-
well, Cambridge Mass. & Oxford, UK., especially Chapt. 1, 2, (斉藤千宏他監訳，『市
民・政府・ NGO」新評論， 1995, 1 , 2章）ここでempowermentとは，民衆が政治的，
社会的に力をつけることをいう。
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N. Y., pp. 25-266参照。
27) Mathews, F. T. (1997), op. cit., p. 5. 
28) Salamon, L. M. (1994), op. cit., p. 109. 
29) Kennedy, Paul (1993), op. cit., p. 131. (前掲訳， 179ペー ジ）。
30)東京三菱銀行『東銀経済四季報』の最近号を用いての筆者の計算によると，世界の212
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Economic Review, Vol. 51, pp. 657-665 McKinnon, R. I. (1963), "Communication : 
Optimum Currency Areas," AmeガcanEconomic Review, Vol. 53. pp. 717-725. 
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36)代替的な名称として， トランスナショナル (transnational)グローバル経済も考えら
れる。しかし，ポスト (post)という接頭辞の方がよく使われているので、ポストナショ
ナルとした。
37) Rosecrance, R. (1996), "The Rise of the Virtual State," Foreign Affairs, Vol. 75, 
No. 4, (July/ Aug) pp. 45-61. 
38) Boulding, E. (1990), Ethnicity and New Constitutive Order: An Approach to Peace 
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けたものである。
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